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合同会社 GH プロパティに対する匿名組合出資のソーシャルローン原則への適合性について 

株式会社新生銀行 サステナブルインパクト推進部 評価室 

評価種別 ソーシャルファイナンス 
発行日 2021 年 8月 30日 
 

■ 評価対象案件概要 

案件名 ソーシャルインクルー株式会社をオペレーターとする日中サービス支援型
障がい者グループホームの取得・保有を行うファンドへの匿名組合出資 

分類 匿名組合出資 
出資金額 （非開示） 
出資予定日 2021年 8 月 30 日 
資金使途 土地購入資金等 

 

■ 本評価の目的 

本評価は、評価対象案件について、ローン・マーケット・アソシエーション（Loan Market Association）ら
が公表している「ソーシャルローン原則」（Social Loan Principles, April 2021）が定める４つの「核となる
要素」への適合性を評価することを目的とする。 

なお、株式会社新生銀行（以下、「新生銀行」）では「新生ソーシャルファイナンス・フレームワーク」（以下、「本フレー
ムワーク」）を策定し、本フレームワークがソーシャルボンド原則と整合的であること、及び新生銀行における本フレーム
ワークの実施体制が堅固であることについて、株式会社日本格付研究所より第三者意見を取得している。評価対象案件は
本フレームワークの対象外であるものの、一部本フレームワークも準用して評価を実施した。 

■ 評価結果概要 

評価室は、評価対象案件が「ソーシャルローン原則」（2021 年 4 月版）が定める４つの要素を満たして
おり、同原則への適合性も認められると評価した。要素別の評価結果概要は以下の通り。 
項目（Part） 評価結果 評価概要 
I： 調達資金の使途 〇 本出資金は、その全額がソーシャルインクルー株式会社を

オペレーターとする千葉県船橋市及び静岡県熱海市にグル
ープホームを新設するための土地取得費用等に充当され
る。対象施設はいずれも障がい者を対象としており、対象者
への「必要不可欠なサービスへのアクセス（健康管理）」、及
び「手ごろな価格の住宅」に貢献していることから、社会的
インパクトの実現につながっていると評価した。 
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Ⅱ：プロジェクトの選定プ
ロセス 

〇 本プロジェクトはソーシャルインクルーの流動化ニーズを
背景とするところ、ソーシャルインクルーは「住まいで困っ
ている障がい者が『0』の社会を創る」という理念の下、社
会課題の解決を経営の中核に据えていることから、本プロ
ジェクトがソーシャルインクルーの社会的な目標に合致
し、また組織目標と整合したプロジェクトの選定プロセス
があると評価した。 

Ⅲ：調達資金の管理 〇 本出資金で調達された資金は全額ソーシャルプロジェクト
に充当される予定であり、未充当資金は原則として発生し
ない。匿名組合契約に基づき資金の流れが統制され、また
不動産登記等のエビデンスに基づき資金の充当状況の確認
が可能であることから、確実にソーシャルプロジェクトに
充当される体制であると評価した。 

Ⅳ: レポーティング 〇 ソーシャルローン原則で求められているレポーティング項
目について、いずれについても適切な報告体制が整ってお
り、本出資 SPCに対する透明性が確保されていると評価し
た。 
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■ 「ソーシャルローン原則」が定める要素別の評価（Part Ⅰ~Ⅳ） 

Part I：調達資金の使途 

 
1）資金使途の概要 
評価対象案件は、合同会社 GH プロパティ（以下、「本ファンド」）に対する合同会社 GH インベスト

メント（以下、「本出資 SPC」）による匿名組合出資（以下、「本出資金」）である。本ファンドは、ソーシ
ャルインクルー株式会社（以下、「ソーシャルインクルー」）をオペレーターとする障がい者向け日中サー
ビス支援型グループホームの開発・運用を目的として設立された。今般、本出資 SPC が行う匿名組合出
資は、千葉県船橋市及び静岡県熱海市にグループホームを新設するための土地取得費用等（以下、「本プ
ロジェクト」）に充当される。 
 
＜本ファンドストラクチャー概要＞ 
 

 
 
 

「ソーシャルローン原則」では、調達された資金の全額が特定の社会的課題に対して明確な社会的な効
果を有するソーシャルプロジェクトに充当されること等を要件としている。ソーシャルプロジェクトと
は、特定の社会課題への貢献を目指すプロジェクトであって、かつ、当該プロジェクトがある一定の対
象となる人々に対するポジティブなアウトカムの達成をもたらすことを目的とするものをいう。Part Iで
は、SDGsや国・地域の方針等を踏まえた上で、評価対象となるプロジェクトが対処する社会的課題や対
象となる人々を確認し、プロジェクトがもたらす社会的インパクトの評価を行う。併せて、当該プロジ
ェクトが潜在的に有する環境・社会的リスク（ネガティブインパクト）が適切に回避・緩和されている
か、またかかるネガティブインパクトを考量した上でも本来想定されるポジティブな社会的な効果が明
らかに有益であるといえるかを確認する。 
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本ファンドは障がい者向け日中サービス支援型グループホームを開発・保有し、賃借人かつオペレータ
ーであるソーシャルインクルーから得られる賃料を収入源とする。本ファンドは物件取得のために必要
な資金をシニアローン及び匿名組合出資で調達するが、このうち本ファンドへの唯一の匿名組合出資者
が本出資 SPCとなる。本出資 SPCには、本ファンドの設立を手掛ける昭和リース株式会社（以下、「昭
和リース」）、日本アジア投資株式会社、ユニ・アジアキャピタルジャパン株式会社が匿名組合出資を行っ
ている。なお、昭和リースは本ファンドのフィナンシャルアドバイザー（FA）、ユニ・アジアキャピタル
ジャパン株式会社はアセットマネージャーをそれぞれ務めている。 

 
＜本プロジェクト関係人概要＞ 
プロジェクト関係人名 概要 
ソーシャルインクルー 2017 年設立の障がい者向けグループホーム運営会社。詳細は Part Ⅱ参照のこと。 
昭和リース 1969 年設立の総合リース会社で、2005 年以降は新生銀行グループとなる。国内

12 ヶ所に拠点を設け、産業・工作機械等を対象としたリース・割賦事業、航空機・
船舶ファイナンスや法人向け投融資等のファイナンス事業等を展開している。 

ユニ・アジアキャピタ
ルジャパン株式会社 

1998 年に設立された、香港、シンガポール、日本、中国を拠点とし、船舶や不動
産等のオルタナティブ投資を行う UNI-ASIA グループの戦略子会社。住宅・ホテ
ル等日本の不動産を投資資産としてアセットマネジメント事業、アドバイザリー
業務、ブローカレッジ等を展開している。 

ユニ・アジアインベス
トメント株式会社 

UNI-ASIA グループの日本における投資子会社。 

日本アジア投資 
株式会社 

1981 年に設立された独立系総合投資会社。日本を含むアジア地域におけるベンチ
ャー企業や中堅・中小企業等を中心としたプライベートエクイティ投資や、再生
可能エネルギー、ヘルスケア、スマートアグリ関連等のプロジェクト投資を行う。 

 
＜本プロジェクト対象不動産（以下、「本施設」）概要＞ 
名称 ソーシャルインクルーホーム船橋市金杉 ソーシャルインクルー熱海緑ヶ丘 
開所予定日 2022 年 10 月 2022 年 10 月 
施設タイプ 障がい者向け日中サービス支援型グループホーム 
オペレーター ソーシャルインクルー 

居室数/定員数 居室 20 室/20 名 
短期入所室 2 室/2 名 

 
ソーシャルインクルーが運営する別施設 1の外観（次葉左）、居間兼食堂（次葉右） 

 
1 出所：ソーシャルインクルーホーム Web ページ「ホーム紹介」ソーシャルインクルー久喜南栗橋 
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2）プロジェクトのソーシャル性評価 
ここでは、SDGs や国や地域の方針を意識した上で、評価対象となるプロジェクトが対処する社会的課

題や対象となる人々を確認し、プロジェクトがもたらすポジティブな社会的インパクトの評価を行う。 
 

a. プロジェクトが貢献を目指す社会課題 
本ファンドが本出資金により調達した資金は、障がい者向け日中サービス支援型グループホームを新

設するための土地取得費用等に充当される。本出資 SPC への匿名組合出資者の一社である昭和リース及
び本施設のオペレーターであるソーシャルインクルーへのヒアリングによれば、本プロジェクトは主に
以下の社会的課題に貢献することを企図しているとのことであった。 
 
社会的課題 認識と取組方針 
障がい者のための住まい
の供給不足 

障がい者が地域の中で安心して暮らせる住まいの供給は不足しており、在
宅生活では「老障介護」も問題となっているという認識の下、地域に根差し
「住まい」に特化したグループホームの供給の増加を目指している。 
なお、ソーシャルローン原則では、対象となるソーシャルプロジェクトの事
業区分や対象とする人々の例を示しているが、本プロジェクトは「障がい
者」を対象とした「必要不可欠なサービスへのアクセス（健康管理）」及び
「手ごろな価格の住宅」への貢献に該当する。 

地域における雇用創出 日本では特に地方都市を中心に、地域における雇用機会が不足し、人口のさ
らなる流出やまちの活力が低下するという課題を抱えている。ソーシャル
インクルーは、地域に根差した施設を展開し、当該地域でスタッフを採用す
ることで、地域における雇用機会を創出に取り組んでいる。また、「負担の
少ない介護」を打ち出し、特に身体的負担の大きい介護現場での従事が難し

 
https://www.socialinclu.co.jp/office/%e3%82%bd%e3%83%bc%e3%82%b7%e3%83%a3%e3%83%ab%e3%82%a4%e3

%83%b3%e3%82%af%e3%83%ab%e3%83%bc%e3%83%9b%e3%83%bc%e3%83%a0%e4%b9%85%e5%96%9c%e5%

8d%97%e6%a0%97%e6%a9%8b （アクセス日：2021 年 8 月 16 日） 

https://www.socialinclu.co.jp/office/%e3%82%bd%e3%83%bc%e3%82%b7%e3%83%a3%e3%83%ab%e3%82%a4%e3%83%b3%e3%82%af%e3%83%ab%e3%83%bc%e3%83%9b%e3%83%bc%e3%83%a0%e4%b9%85%e5%96%9c%e5%8d%97%e6%a0%97%e6%a9%8b
https://www.socialinclu.co.jp/office/%e3%82%bd%e3%83%bc%e3%82%b7%e3%83%a3%e3%83%ab%e3%82%a4%e3%83%b3%e3%82%af%e3%83%ab%e3%83%bc%e3%83%9b%e3%83%bc%e3%83%a0%e4%b9%85%e5%96%9c%e5%8d%97%e6%a0%97%e6%a9%8b
https://www.socialinclu.co.jp/office/%e3%82%bd%e3%83%bc%e3%82%b7%e3%83%a3%e3%83%ab%e3%82%a4%e3%83%b3%e3%82%af%e3%83%ab%e3%83%bc%e3%83%9b%e3%83%bc%e3%83%a0%e4%b9%85%e5%96%9c%e5%8d%97%e6%a0%97%e6%a9%8b
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い 60 歳以上の世代も積極的に採用することで、シニア世代の雇用創出・確
保に貢献することを目指している。 

 
ソーシャルインクルーの理念や社会課題への取組方針については PartⅡも参照されたい。 
 
【a の結論】 
評価室は、本プロジェクトが特定の社会課題への貢献を目指していることを確認した。 
 

b. プロジェクトがもたらす社会的インパクトとその評価方法 
評価室では、本プロジェクトで創出が期待される社会的インパクトについて次葉にロジックモデルで

示すとともに、実現が期待される主な社会的インパクトを以下の通り整理した。 
受益者 ポジティブな社会的インパクト（変化） 
入居者  「自分らしい生活を送ることができる住まいが確保される」 

障がい者グループホームは、入所施設、病院等と比較して、入居者の自由度が高く地
域との近接性や緊密性が高い施設である。住まいを起点とした、職員による日常生活
の援助、職員や入居者との交流、地域での日中活動等を通じて、人や社会との接点や
活躍の場を見出し、安心して自分らしい生活を送ることができる。 

入居者の家族  「入居者となる家族や自身の将来に安心感を持つ、社会参加が進む」 
介護・援助に伴う心身の負担の軽減だけでなく、長期的な観点では入居者である家族
が本施設を起点に自分らしい生活を送ることで、入居者や自身の将来に安心感を持つ
ことができる。また、介護・援助負担の軽減により就労等の社会参加が促進されるこ
とが期待される。 

職員  「シニア世代、障がい者、女性を含む様々な人々の就労が促進される」 
ソーシャルインクルーでは定年を 75 歳として、高齢者やシングルマザーを含む女性
を積極的に採用し、社員登用制度等の充実したキャリアパスを提供している。 
 「幅広い障がい者援助の経験・スキルを身に付けた職員が増加する」 
本施設では、様々な障がい種別（身体障がい・知的障がい・精神障がい等）や支援区
分の障がい者を受け入れており、幅広い経験・スキルを得られる環境であることから、
障がい者援助に携わる職員の増加に繋がることが期待される。 

地域  「誰もが地域で共に暮らせる『共生社会』の実現に繋がる」 
入居者や家族にとって住み慣れた地域にグループホームが所在する場合、そこでの生
活は入居者及びその家族の居心地の良さや安心感に繋がる。また、障がいのある人が
どこで誰と生活するかについての選択の機会が確保され、地域社会において他の人々
と共生することを妨げられないことは、誰もが地域でともに暮らせる「共生社会」の
実現や多様性を包摂した地域社会の形成に繋がると期待される。 
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また、PartⅡでも後述する通り、本プロジェクトはソーシャルインクルーの流動化ニーズを背景として
いる。本ファンドはファンドとして、本プロジェクト以外にも今後複数の新たな障がい者グループホー
ムへの投資・運用を行う計画であり、シニアローンでの資金調達も計画している。本出資 SPC本プロジ
ェクトのような障がい者グループホームファンドを組成し、オペレーターの物件や資金需要と投資家や
金融機関の資金や金融機能を結び付けることは、障がい者グループホーム事業への投融資の拡大、ひい
ては不足している障がい者グループホーム施設数の増加、拡充に繋がることが期待され、社会的意義が
あると考えられる。  
なお、本プロジェクトにおけるインパクト・レポーティングの指標は Part Ⅳに記載の通りである。こ

れらの指標は、本プロジェクトが創出することを意図する社会的インパクトとの関連性が高く、妥当で
あると評価した。 
 
◆ 課題に対する国や地域の方針との整合性 
 ここでは、本プロジェクトが主たる社会的な目標として掲げる、障がい者のための住まいの供給につ
いて、国や地域の課題認識及び取組方針との整合性を確認した。 
 
 ＜障がい者の状況＞ 

2020年 2 月開催の障害福祉サービス等報酬改定検討チームにおける「障害福祉分野の最近の動向」で
は、日本国内の障がい者の総数は 936.6 万人と推計されている 2。これは人口の約 7.4％に相当し、また
総数の内訳としては身体障がい者が 436.0万人、知的障がい者が 108.2万人、精神障がい者が 392.4 万人
となる。障がい者数全体は増加傾向にあり、高齢化も進み 65 歳以上の者が 52％を占めている 3。障害の
多様な特性その他の心身の状態に応じて必要とされる標準的な支援の度合を総合的に示すものとして
「障害支援区分」があり、市町村によって区分１~区分６の認定が行われるが（80 項目からなる認定調査
項目から総合的に判定される。数値が大きいほど必要される支援の度合いが高い）、2019 年 10 月~2020
年 9月における審査判定実績としては区分１：2.0％、区分２：20.2％、区分３：21.6％、区分４：18.7％、
区分 5：14.8％、区分 6：22.7％の比率となっている 4。 
 
＜障がい者福祉施策及び障がい者グループホームに関する主な経緯 5＞ 
西暦 法制度の制定、改正等 
1986年 
 

国民年金法の改正 
・ 障害福祉年金から障害基礎年金への移行により大幅な年金額の引上げや支給要件

 
2 出所：厚生労働省, 「障害福祉分野の最近の動向」(2020 年 2 月), 
https://www.mhlw.go.jp/content/12401000/000591643.pdf （アクセス日：2021 年 8 月 19 日） 
3 出所：脚注 2 と同じ。 
4 出所：厚生労働省, 「障害支援区分の概要」, 
https://www.mhlw.go.jp/content/000770466.pdf （アクセス日：2021 年 8 月 19 日） 
5 厚生労働省,令和 2 年度版障害者白書「障害者施策の主な歩み」を基に評価室作成 
https://www8.cao.go.jp/shougai/whitepaper/r02hakusho/zenbun/pdf/ref1.pdf  (アクセス日：2021 年 8 月 19 日） 

https://www.mhlw.go.jp/content/12401000/000591643.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000770466.pdf
https://www8.cao.go.jp/shougai/whitepaper/r02hakusho/zenbun/pdf/ref1.pdf
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2018年 

が改善される。 
知的障がい者のグループホームが制度化される 
福祉関係８法の改正 
・ 身体障害者福祉法、精神薄弱者福祉法を含む。在宅福祉サービスの法定化、身体障

がい者福祉関連事務の市町村への一元化等が定められ、地域福祉・在宅福祉への方
向転換となる。 

障害者基本法の交付 
・ 法律名称の改正、障がい範囲の明確化、障がい者計画の策定等。 
身体障がい者及び知的障がい者の福祉サービスについて、「措置制度」から「支援費制
度」に移行  
・ 行政がサービスを優先的に決定できる「措置制度」から、障がい者自らがサービス

を選択し事業者との対等な関係に基づきサービスを利用する「支援費制度」に移行
する。 

障害者自立支援法の施行 
・ 身体障がい、知的障がい、精神障がいに係る施策が一元化される。 
・ 障害福祉サービスの分類が「日中活動の場」と「住まいの場」として再編され、知

的障がい者及び精神障がい者向けの「グループホーム」（障害程度が「区分１」・非
該当、訓練等給付）及び「ケアホーム」（同「区分２」以上、介護給付）は、住まい
の場のサービスとして位置づけられた。 

身体障害者福祉法施行令等の一部を改正 
・ グループホームの利用対象者に身体障がい者が加わる。 
障害者自立支援法から障害者総合支援法となる 
・ 2014年から「ケアホーム」が「グループホーム」に統合される。 
・ グループホームの類型として、介護サービスを自前で行う「介護サービス包括型」

と外部に委託する「外部サービス利用型」が設けられる。 
障害者総合支援法の一部改正の施行 
・ 介護保険法と障害者総合支援法において、障害者福祉サービスと介護保険では介護

保険が優先される。65 歳以降の介護保険への移行を円滑に行うために、65 歳に至
るまで長期間にわたり障害福祉サービスを利用していた一定の高齢障がい者に対
し、介護保険サービスの利用者負担が軽減されるように障害福祉制度により利用者
負担を軽減（償還）する仕組みが構築され、また障害福祉サービス事業所が介護保
険事業所になりやすくする等の見直しがなされた。 

日中サービス支援型の創設 
・ 2018 年度障害福祉サービス等報酬改定により障がい者の重度化・高齢化に対応す

るために新たな類型として「日中サービス支援型」が新設される。 
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過去の障がい者福祉は地域と隔絶された大規模施設（コロニー）や病院を拠点にするものであったが、
福祉関係８法の改正を契機に地域福祉・在宅福祉の方向へ舵が切られた。以降自治体では障がい者との
共生が政策として意識され、規制緩和等を背景にその拠点の一つであるグループホームの整備が拡大し
た。後掲の＜施設入所及びグループホーム利用者の推移（利用者数（延べ人数））＞で示す通り、現在に
至るまで施設入居利用者は減少傾向、グループホーム利用者は増加傾向が見られ、2019 年度にはグルー
プホーム利用者の方が多くなっている。 
 
＜障がい者グループホームの機能と役割＞ 
 2013 年に「障害者自立支援法」を改正する形で施行された「障害者の日常生活及び社会生活を総合的
に支援するための法律」（以下、「障害者総合支援法」）において、グループホームでのサービス内容であ
る共同生活援助は、障害福祉サービスの一つに位置付けられ、「障害者につき、主として夜間において、
共同生活を営むべき住居において相談、入浴、排せつ又は食事の介護その他の日常生活上の援助を行う
こと」と定義されている 6。また、2020 年 9 月開催の障害福祉サービス等報酬改定検討チームにおける
「共同生活援助 （介護サービス包括型・外部サービス利用型・日中サービス支援型）に係る報酬・基準
について ≪論点等≫」では、グループホームは「障害のある方が地域住民との交流が確保される地域の
中で、家庭的な雰囲気の下、共同生活を営む住まいの場」と定義されており、住宅地に立地した小規模施
設となる 7。単身での生活は不安があり一定の支援を受けながら地域の中で暮らしたい者、一定の介護が
必要であるが、施設ではなく地域の中で暮らしたい者、施設を退所して地域生活へ移行したいがいきな
りの単身生活には不安のある者等を具体的な利用者像としている 8。 
 2018 年には、障がい者の重度化・高齢化の傾向を受けて、従前の「介護サービス包括型」「外部サービ
ス利用型」に追加される新たなグループホームの類型として「日中サービス支援型」が創設された。日中
サービス支援型では、重度化・高齢化のため日中活動サービス等を利用することができない障がい者を
主な対象者としており、常時の介護サービス提供体制が求められている 9。厚生労働省の 2018 年度障害
者総合福祉推進事業として実施された「グループホームを利用する障害者の生活実態に関する調査研究」
では、区分認定調査を受けた全障がい者の障害支援区分では区分 5、区分 6等の重度の高い層が高い比率
でいるにも関わらず、グループホーム入居者における同区分の割合がそれよりも低くなっておりギャッ
プが存在することから、区分認定の高い障がい者に対してグループホーム制度や支援が十分に対応でき

 
6 出所：障害者総合支援法, 第五条,  
https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=417AC0000000123_20200401_430AC0000000044  (アクセス日：：2021 年
8 月 19 日） 
7 出所：厚生労働省, 「共同生活援助（介護サービス包括型・外部サービス利用型・日中サービス支援型）に係る報酬・
基準について≪論点等≫」(2020 年 9 月), https://www.mhlw.go.jp/content/12401000/000670104.pdf（アクセス日：
2021 年 8 月 19 日） 
8 出所：脚注 6 と同じ。 
9 出所：厚生労働省, 「平成 30 年 2 月 21 日付厚生労働省事務連絡(抜粋)」(2018 年 2 月), 
https://www.city.sakai.lg.jp/kenko/fukushikaigo/shogaifukushi/jigyousya/syofuku_jigyousya/20200907gh.files/jimurenrak
u.pdf（アクセス日：2021 年 8 月 19 日） 

https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=417AC0000000123_20200401_430AC0000000044
https://www.mhlw.go.jp/content/12401000/000670104.pdf
https://www.city.sakai.lg.jp/kenko/fukushikaigo/shogaifukushi/jigyousya/syofuku_jigyousya/20200907gh.files/jimurenraku.pdf
https://www.city.sakai.lg.jp/kenko/fukushikaigo/shogaifukushi/jigyousya/syofuku_jigyousya/20200907gh.files/jimurenraku.pdf
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ていないという示唆がなされていた 10。また、利用者のニーズに応じて、利用者が充実した地域生活を送
ることができるよう外出や余暇活動等の社会生活上の支援に努めることとしており、施設等からの地域
移行の促進及び地域生活の継続等、地域生活支援の中核的な役割を担うことが期待されている 11。同年
には障害者総合支援法が施行され、適用される根拠法が障害者総合支援法から介護保険法に切り替わる
65 歳以降も、利用していた障害福祉サービスの継続がしやすくなる仕組みが整備されたことから 12、障
害福祉サービスである障がい者グループホームでの高齢者の継続的な入居が可能となった。 
 2021 年４月時点での類型ごとのグループホーム施設数は、介護サービス包括型 8,670 施設、外部サー
ビス利用型 1,301施設、日中サービス支援型 348 施設（合計 10,319 施設）と、直近で制度化された日中
サービス支援型グループホームの施設数が圧倒的に少ない（同時点でのグループホーム（共同生活援助）
利用者は合計 144,571 名のうち、介護サービス包括型 124,291 名、外部サービス利用型 15,571名、日中
サービス支援型 4,708名。なお同時点での入所施設利用者は 125,709名となる）13。入所施設・病院等か
らの地域移行が地方自治体の政策として掲げられ、それに伴い障がい者や障がい者の家族のなかで生活
の拠点の選択肢として認知が拡大していく中で、グループホームへの移行は一層進むと考えられ、特に
重度化・高齢化に対応し、足元施設数の少ない日中サービス支援型施設の必要性は高いといえる。 
 
＜施設入所及びグループホーム利用者の推移（利用者数（延べ人数））＞ 

       
※脚注 13 のデータを基に評価室作成。2016 年度、2017 年度は年度平均値、それ以外は年度末（3 月）時点の数字。 

 
10 出所：厚生労働省, 「グループホームを利用する障害者の生活実態に関する調査研究)」(2019 年 3 月), 
https://www.mhlw.go.jp/content/12200000/000521823.pdf （アクセス日：2021 年 8 月 19 日） 
11 出所：脚注 8 と同じ。 
12 出所：厚生労働省, 「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉法の一部を改正する
法律」について」（2016 年 6 月）, https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12601000-Seisakutoukatsukan-
Sanjikanshitsu_Shakaihoshoutantou/0000128863.pdf (アクセス日：2021 年 8 月 19 日）  
13出所：厚生労働省, 統計情報 4 障害福祉サービス等の利用状況について 平成 28 年 4 月～, 
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/toukei/index.html (アクセス日：
2021 年 8 月 19 日） 
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https://www.mhlw.go.jp/content/12200000/000521823.pdf
https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12601000-Seisakutoukatsukan-Sanjikanshitsu_Shakaihoshoutantou/0000128863.pdf
https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12601000-Seisakutoukatsukan-Sanjikanshitsu_Shakaihoshoutantou/0000128863.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/toukei/index.html
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＜各省庁における方針・計画・戦略等＞ 
本プロジェクトで創出される社会的インパクトに関連する各省庁における方針・計画・戦略等は以下の

通りである。本プロジェクトが企図し実現が見込まれる社会的インパクトと国の方針や課題認識と整合
していることが確認できる。  
項目 国の方針・計画・戦略等 
地域での障がい者と
の共生、グループホ
ーム整備促進等 
 

SDGs アクションプラン 2021 2020年 12月（内閣府）14 
・ 「優先課題①：あらゆる人々が活躍する社会」における主な取り組みとして 

「共生社会の実現に向けた障害者施策の推進」が掲げられており、「障害の
有無にかかわらず、国民誰もが相互に人格と個性を尊重し支え合う共生社会
の実現を図る」としている。 

障害者基本計画（第 4 次） 2018 年 3 月（内閣府）15 
・ 障がい者施策の基本的な方向である「安全・安心な生活環境の整備」の一環

として、「グループホームの整備を促進するとともに、重度障害者にも対応
した体制の充実を図る」としている。 

・ グループホームのサービス見込量が関連成果指標として設定されているが、
地方公共団体の計画値の反映が未済のため目標値は定まっていない。 

「地域共生社会」の実現に向けて （当面の改革工程） 2017 年 2 月（厚生労
働省）16 
・ 地域における『我が事』・『丸ごと』の取組を目指すための改革。4 つの柱の

１つとして、「地域を基盤とする包括的支援の強化」が示されており、「高齢
者のみならず、障害者や子どもなど生活上の困難を抱える方が地域において
自立した生活を送ることができるよう、地域住民による支え合いと公的支援
が連動し、地域を『丸ごと』支える包括的な支援体制を構築し、切れ目のな
い支援を実現する」ことを掲げている。 

人材活用 SDGs アクションプラン 2021 2020 年 12 月（内閣府）、女性活躍推進のため
の重点方針 2020 2020 年 7月（内閣府）17 
・ 「優先課題①：あらゆる人々が活躍する社会」における主な取り組みとして 

「女性活躍推進のための重点方針 2020」が引用されており、「仕事と育児・

 
14 出所：内閣府「SDGs アクションプラン 2021」（2020 年 12 月）, 
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/pdf/SDGs_Action_Plan_2021.pdf (アクセス日：2021 年 8 月 19 日) 
15 出所：内閣府「障害者基本計画（第 4 次）」（2018 年 3 月）, 
https://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/pdf/kihonkeikaku30.pdf (アクセス日：2021 年 8 月 19 日) 
16 出所：厚生労働省『「地域共生社会」の実現に向けて （当面の改革工程）』（2017 年 2 月）, 
https://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-12601000-Seisakutoukatsukan-
Sanjikanshitsu_Shakaihoshoutantou/0000150632.pdf（アクセス日：2021 年 8 月 18 日） 
17 出所：内閣府「女性活躍推進のための重点方針 2020」（2020 年 7 月）, jyuten2020_honbun.pdf (gender.go.jp)（アク
セス日：2021 年 8 月 9 日） 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/pdf/SDGs_Action_Plan_2021.pdf
https://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/pdf/kihonkeikaku30.pdf
https://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-12601000-Seisakutoukatsukan-Sanjikanshitsu_Shakaihoshoutantou/0000150632.pdf
https://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-12601000-Seisakutoukatsukan-Sanjikanshitsu_Shakaihoshoutantou/0000150632.pdf
https://www.gender.go.jp/policy/sokushin/pdf/jyuten2020_honbun.pdf
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介護等を両立できる環境の整備及び社会全体での意識改革」が掲げられてい
る。 

ニッポン一億総活躍プラン 2016 年 6 月（内閣府）18 
・ 本プランの 3 つの柱のうち 2 つにおいて高齢者の就労に関する目標が掲げ

られている（「働き方改革」において「高齢者の就労促進」、「介護離職ゼロ
の実現」における高齢者向けの対応策として「高齢者の多様な就労機会の確
保」）、指標として 65 歳以上の就業率を 2015年の 21.7％から、「希望する高
齢者が就業可能とする」（2013年において 65 歳を超えても働きたい高齢者
は 65.9％であることが示されている）ことを目指している。 

・ 「介護離職ゼロの実現」の対応策の一つとして「障害者、難病患者、がん患
者等の活躍支援」が掲げられており、指標として「障害者の実雇用率 2.0％
（2020 年）を達成すること」が示されている。 

 
本施設の位置する各都道府県では、障がい者向けグループホームに関して、以下に挙げる計画や目標が

策定されており、本プロジェクトが企図し実現が見込まれる社会的インパクトと地域の方針や課題意識
と整合しているといえる。 

 
千葉県（対象施設：ソーシャルインクルーホーム船橋市金杉） 
千葉県総合計画「次世代への飛躍 輝け！ちば元気プラン」19 2017 年 10月 
・ 重点的な施策・取組として、「障害のある人が地域でその人らしく暮らせる共生社会の構築」が掲

げられ、「主な取り組み」の一つ目として「入所施設から地域生活への移行の推進」が示されてい
る。移行の推進施策として「グループホームの整備促進・質的向上」や「重度・重複障害のある人
等の地域生活移行の推進」が挙げられている。 

第七次千葉県障害者計画 20 2021 年 3月 
・ 地域生活への移行の推進に際し、障害のある人の地域における住まいの場を確保するためのグル

ープホームの整備を最重要施策の一つと位置付けている。 
・ 2020年 4 月時点でのグループホームと障がい者支援施設の待機者が合わせて 704 人おり、2019 年

度のグループホーム等の定員が 6,428 人（実績値）であったのに対し、2023 年度の目標を 8,400
人としている。 

静岡県（対象施設：ソーシャルインクルーホーム熱海緑ヶ丘） 
 

18 出所：内閣府, ニッポン一億総活躍プラン(2016 年 6 月), https://www.kantei.go.jp/jp/singi/ichiokusoukatsuyaku/（ア
クセス日 2021 年 8 月 19 日） 
19 出所：千葉県, 千葉県総合計画「次世代への飛躍 輝け！ちば元気プラン」（平成 29 年度～平成 32 年度）(2017 年 10
月), https://www.pref.chiba.lg.jp/seisaku/sougou/sinkeikaku.html（アクセス日：2021 年 8 月 19 日）なお、アクセス日時
点で新総合計画は策定段階である。 
20 出所：千葉県, 第七次障害者計画（令和３年度～令和５年度）(2021 年３月), 
https://www.pref.chiba.lg.jp/shoufuku/7-keikaku/7-keikaku.html（アクセス日：2021 年 8 月 19 日） 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/ichiokusoukatsuyaku/
https://www.pref.chiba.lg.jp/seisaku/sougou/sinkeikaku.html
https://www.pref.chiba.lg.jp/shoufuku/7-keikaku/7-keikaku.html
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静岡県の新ビジョン 富国有徳の美しい“ふじのくに”の人づくり・富づくり 21 2018 年 3 月 
・ 「政策２ 安⼼して暮らせる医療・福祉の充実」において、「障害のある⼈が分け隔てられない共⽣

社会の実現」が掲げられている。「施策・主な取り組み」の一つとして「地域における⾃⽴を⽀え
る体制づくり」が示されており、グループホーム数を 2016 年度実績の 143 箇所から、2020 年度
に 203 箇所に増加させることを目標指標として設定している。 

・ 計画の進捗状況等の評価を取りまとめた「令和２年度“ふじのくに”づくり白書」22によると、2019
年度のグループホーム数は 184 箇所へと順調に増加している。一方、今後の取り組み方針では、
『「グループホーム数（活動指標）」は、⼊所施設からの地域移⾏を進めるため、計画どおり実施し
ておりますが、⼊所を希望する⼈の増加により待機者が増加していることから、⼀層の取り組みが
必要です。今後は、通常のグループホームに加え、夜間だけでなく⽇中も⽀援を受けることが可能
な⽇中サービス⽀援型グループホームの整備も進めます。』としている。 

第 4次静岡県障害者計画 23 2021 年 3月 
・ 「障がいのある方の実態調査によると、入所している施設以外で暮らすために必要だと考えるこ

とのうち、21.1%がグループホーム等の整備の促進を挙げている」という現状と課題認識から、「施
設や病院から地域生活への移行の促進」の一環として「グループホーム等の整備・利用促進」が掲
げられている。数値目標は上述の同県の新ビジョンと同様である。 

 
以上の通り、本プロジェクトで実現される社会的インパクトは、国や都道府県の社会課題や方針と整合

しているといえる。 
 

◆ 持続的な開発目標（SDGs）への貢献 
 評価室は本プロジェクトが SDGs の 17 の目標とそれらに紐づく 169 のターゲットのうち、主に以下
の目標について直接的な貢献が期待されると評価した。なお、SDGsの目標は相互に関連しあっているこ
とから、ここに挙げた目標・ターゲット以外にも間接的な貢献が見込まれる。 
 
ゴール ターゲット 
1. すべての人に健康と福祉を 3.8  

すべての人々に対する財政リスクからの保護、質の高い基礎的な
保健サービスへのアクセス及び安全で効果的かつ質が高く安価な

 
21 出所：静岡県, 静岡県の新ビジョン 富国有徳の美しい“ふじのくに”の人づくり・富づくり（計画期間 基本構想：
2018～2027 年度、基本計画：2018～2021 年度）(2018 年 3 月), https://www.pref.shizuoka.jp/kikaku/ki-030/vision.html
（アクセス日：2021 年 8 月 19 日） 
22 出所：静岡県, 令和２年度“ふじのくに”づくり白書 (2021 年 2 月), https://www.pref.shizuoka.jp/kikaku/ki-
030/plan.html（アクセス日：2021 年 8 月 19 日） 
23 出所：静岡県, 第 4 次静岡県障害者計画（平成３0 年度～令和３年度）(2018 年３月), 
http://www.pref.shizuoka.jp/kousei/ko-310/shiawaseplan/shougaishakeikaku.html（アクセス日：2021 年 8 月 19 日） 

https://www.pref.shizuoka.jp/kikaku/ki-030/plan.html
https://www.pref.shizuoka.jp/kikaku/ki-030/plan.html
http://www.pref.shizuoka.jp/kousei/ko-310/shiawaseplan/shougaishakeikaku.html


                      

15 
 

 

必須医薬品とワクチンへのアクセスを含む、ユニバーサル・ヘル
ス・カバレッジ（UHC）を達成する。 

2. ジェンダー平等を実現しよう 

   

5.4 
公共のサービス、インフラ及び社会保障政策の提供、ならびに各
国の状況に応じた世帯・家族内における責任分担を通じて、無報
酬の育児・介護や家事労働を認識・評価する。 
 
5.5 
政治、経済、公共分野でのあらゆるレベルの意思決定において、
完全かつ効果的な女性の参画及び平等なリーダーシップの機会を
確保する。 

3. 働きがいも経済成長も 

  

8.5 
2030 年までに、若者や障害者を含むすべての男性及び女性の、完
全かつ生産的な雇用及び働きがいのある人間らしい仕事、ならび
に同一価値の労働についての同一賃金を達成する。 

4. 人や国の不平等をなくそう 

   

10.2 
2030 年までに、年齢、性別、障害、人種、民族、出自、宗教、あ
るいは経済的地位その他の状況に関わりなく、すべての人々のエ
ンパワーメント及び社会的、経済的及び政治的な包含を促進する。 

5. 住み続けられるまちづくりを 

   

11.1  
2030 年までに、すべての人々の、適切、安全かつ安価な住宅及び
基本的サービスへのアクセスを確保し、スラムを改善する。 
 
11.3 
2030 年までに、包摂的かつ持続可能な都市化を促進し、すべての
国々の参加型、包摂的かつ持続可能な人間居住計画・管理の能力
を強化する。 
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【b の結論】 
評価室は、本プロジェクトにおいて社会的インパクトの実現が見込まれ、課題に対する国や地域との方

針とも整合していること、また本プロジェクトで期待された社会的な便益を生み出しているかを評価す
るためのパフォーマンス指標も妥当であることを確認した。 
 
c. プロジェクトがもたらす環境的・社会的リスク及びそのリスク緩和策・マネジメントプロセス 
  ここでは、プロジェクトが環境や社会に対して重大な負の影響をもたらすことがないかを評価し、負の
影響にかかる潜在的なリスクがある場合には、適切な緩和措置が講じられているか、また本来のプロジ
ェクトが有するポジティブなインパクト（本来の社会的インパクトの実現）と比べ過大でないことにつ
いて評価する。 
 
(i) 本プロジェクトに付随する環境・社会的リスク 
日中サービス支援型障がい者グループホームを運営するにあたり一般的に想定されるネガティブリス

クとしては下記のリスクが考えられる。 
 

＜施設開発時＞ 
・ 施設土地・不動産における土壌汚染、放射性物質等の埋蔵可能性等による悪影響、アスベスト等の有

害物質の飛散等による悪影響 
・ 文化遺産埋蔵のリスク 
・ 建設時の騒音や振動等による近隣住民の住環境悪化 
 
＜施設運営時＞ 
・ 施設運営によって生じる廃棄物による悪影響 
・ 自然災害リスク 
・ 施設利用者に対する人権侵害のリスク（差別、プライバシーの侵害、虐待等） 
・ 従業員に対する人権侵害や不適切な労働環境・労働条件（ハラスメント、不適切な待遇等） 
・ 安全衛生面でのリスク（食中毒、新型コロナウイルスの集団感染等） 
・ 運営開始後の騒音や迷惑行為等による近隣住民の住環境悪化 

 
本評価に際しては、対象施設の規模や性質を勘案し、施設毎の赤道原則のフレームワークに基づく環

境・社会的リスク評価に使用する「適用チェックリスト」および「業種別チェックリスト」を用いた影響
評価は行わず、ソーシャルインクルーが運営する施設に対して実施している環境・社会的リスクマネジ
メント体制の確認を以下の通り実施した。また、評価室にて公開情報等を参照し、各施設の開発及び運営
に関して、環境・社会面での目立った懸念点が現状生じていないことを確認している。 

 

(ii) ネガティブな影響にかかるリスク緩和策・マネジメントプロセス 
本施設を含むソーシャルインクルーが運営する障がい者グループホームの環境・社会的リスクマネジ
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メント体制等の概要は以下の通りであり、環境・社会的リスクマネジメント体制が適切に構築されてい
ると評価した。なお、先述した一般的に想定されるネガティブリスクの項目のうち、以下で言及していな
い項目については、本施設においては該当がない若しくは懸念が小さいことを確認している。 
 

＜ソーシャルインクルーの環境・社会的リスクマネジメント体制＞ 

主な確認項目 環境・社会的リスクマネジメント体制等の概要 
環境・社会的リスクマネジメ
ントの方針と推進体制 

 リスク管理に関して、「内部統制システムの整備に関する基本方針」
のもと「リスク管理規程」が定められており、代表取締役を委員長と
するリスク管理委員会（3 か月毎の定期開催及び臨時開催）を設置し
てグループ全体のリスクを網羅的・総括的に管理している。また、業
務執行部門とは独立した内部監査室を設置し、スタッフ 2 名で各施設
及び本社各部署について往査による内部監査を定期的に実施してい
る。評価室では、施設監査で用いられる内部監査調書、報告書、改善
指示書等の様式をレビューした。 

 コンプライアンスに関して、「コンプライアンス基本方針」及び「コ
ンプライアンス規程」が定められている。代表取締役社長を委員長と
し各部門責任者等で構成されるコンプライアンス委員会（月 1 回）が
開催され、施設や職員等の法令遵守に関して報告がなされる。 

 入居生活や施設職員の運営に関して、「ソーシャルインクルーホーム
規則」が定められており、必要に応じて更新される。評価室では 2021
年 8 月度の当該規則を確認した。 

 本施設を含む日中サービス支援型障がい者グループホームを開設・運
営するには、グループホームが所在する各地方行政団体の指定を受け
る必要があり、開設後は定期的に当該自治体による実地指導が行われ
る。指定基準の遵守に関して、管理部申請課（指定の申請）及び運営
支援部（実地指導）が専担部署として新設施設のサポートを行う体制
となっている。 

 なお、ソーシャルインクルーでは環境方針等のサステナビリティ方針
やサステナビリティ推進を専担とする部署・内室等は設けられていな
い。本項に記載の通り、本プロジェクトにおける潜在的な環境・社会
的リスクが適切にマネジメントされているが、今後一層のリスクマネ
ジメント体制強化とサステナビリティ推進体制のために、これらの体
制構築を行うことが考えられる。 

自然災害リスク  候補地となる自治体のハザードマップ等を用いた、重大な懸念がない
ことの確認が新施設開設時のプロセスに含まれている。 

 施設における災害対応のマニュアルが作成されており、災害・避難時
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の対応や緊急時の連絡・報告体制が定められている。 
 各施設において定期的に避難訓練が行われており、介護用品等入居者

の特性が踏まえられた防災キットや非常食が備蓄されている。 
施設利用者に対する人権配慮  

 安全衛生  新型コロナウイルスを含む感染症対応として、厚生労働省の指針等を
参考にした検温・手指消毒等の実施や、各地域の保健所の指導に基づ
いた対応を行うための体制構築、感染症マニュアルの制定を行っ…て
いる。また感染症に関する職員向けの研修を定期的に開催している。 

 食中毒リスクに関して、食事に関する衛生管理体制をヒアリングで確
認した。 

 苦情処理体制  評価室は、苦情対応窓口、苦情が生じた際の対処方法（施設・本社内
の連絡・共有、改善策の検討・実施）及び現行の運用状況をヒアリン
グにより確認した。 

 事故、虐待等  職員向けに虐待防止マニュアルが策定されている。また、権利擁護、
虐待防止、身体拘束について定期的に社内研修が実施されており、ホ
ーム規則においてこれらに関する外部研修の参加が推奨されている。 

 施設には入居者が虐待を受けた際のホットラインが設けられており、
周知が徹底されている。評価室は、虐待を含む事故発生時の相談窓口
や報告先を確認した。 

 虐待を含む事故発生時の当社のプロセス及び現行の運用状況につい
てヒアリングを行い、対応方針、自治体との連携体制、再発防止策の
実施やモニタリング体制等について確認した。 

 定期的な施設への内部監査（往査）では、虐待防止に関するチェック
が実施される。 

従業員に対する人権配慮、労
働環境の整備、安全衛生 

 労働環境や待遇について、各施設職員の業務分担体制のヒアリングや
当社の給与水準及び離職率の確認を行った。 

 内部通報に関する規程が策定され、内部通報体制が整備されている。
評価室では、当該規程を確認し、現行の運用状況等をヒアリングした。
入居者やその家族からのハラスメントは内部通報や事故報が利用さ
れる。 

 上記内部通報とは別に、役職員からのハラスメントに関する職員向け
の相談窓口が設けられている。評価室では、ハラスメント事象が生じ
た際の報告体制、対応方針、加害者である役職員等とのコミュニケー
ション・処分の検討について確認した。 

 現状技能実習生を含む外国人労働者は、採用されていない。 
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地域との関係構築・連携体制  グループホームを新設する際、自治会長や両隣・前後等の近隣住民向
け個別の説明を行う。評価室では本施設新設に際する近隣住民への説
明会議事録や書面での通知内容を確認した。 

 地域住民から寄せられた苦情について、苦情対応窓口、苦情が生じた
際の対処方法（施設・本社内の連絡・共有、改善策の検討・実施）及
び現行の運用状況をヒアリングにより確認した。 

 グループホーム新設時に「協力医療機関」の登録を行う。 
その他グループホームでの生
活、勤務に関する取り組み 

 施設内では季節のイベントや体操、塗り絵、散歩等のレクレーション
が定期的に催されている。入居者の参加は強制せず、自由意思での参
加者を募ることとしている。 

 管理部門のミッションとして「現場の人に業務に集中させること」を
掲げ、業者の活用や IT ツールの活用で食事等準備や事務作業の時間
短縮に尽力している。 

 
【c の結論】 
評価室は、ソーシャルインクルーが運営する障がい者グループホームでは、ホーム規則を含む施設運営

マニュアルの整備、入社時及び定期的な研修の実施、施設内外での通報/苦情処理体制の構築、内部監査
室や自治体による定期的な指導等を通じて適切に環境・社会的リスクマネジメントがなされており、本
プロジェクトのネガティブリスクは適切に回避、軽減されていると評価した。 

 
PartⅠの結論 

評価室は、本プロジェクトが特定の社会課題への貢献を目指したものであること、本出資金が特定の
社会的課題に対して明確な社会的な効果を有するプロジェクトに充当されていること、本プロジェク
トがもたらしうるネガティブリスクが適切に回避・緩和されており、本来のプロジェクトのポジティブ
なインパクトと比べ過大でないことを確認した。 
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PartⅡ：サステナビリティ戦略・社会課題への取組み（原則：プロジェクトの選定プロセス） 

 

 

 
 
 
 
1）本ファンドの社会的な目標及びプロジェクトの選定プロセス 

 
本ファンドは、ソーシャルインクルーが運営するグループホームの流動化ニーズを背景に、同社をオペ

レーターとする日中サービス支援型グループホームの不動産開発・運用を専らの目的として、設立され
た合同会社である。今後、本プロジェクトを含め少なくとも計 5 棟のグループホームを開発・運用する
計画である。 
本ファンドは匿名組合の営業者であり、運営する不動産は本出資 SPC との間で締結される匿名組合契

約の中で特定されることから、プロジェクトの選定は本出資 SPC が出資決定に先立ち実施することとな
る。さらに、実際の選定は本出資 SPCへの匿名組合出資者の協議により決定される。匿名組合出資者の
一社である昭和リースではプロジェクトの選定に際し、不動産評価、液状化リスク、土壌調査、行政への
事前相談状況、近隣への説明状況、ハザードマップを用いた土砂災害・浸水リスク等の机上での確認や物
件の実査を投資判断の材料としているとのことである。 
一方で、本プロジェクトはソーシャルインクルーの流動化ニーズを背景としたものであり、新たな不動

産への投資の実質的な意思決定には本出資 SPCに加えてソーシャルインクルーが関与すること、施設の
運営はソーシャルインクルーが担うことから、本評価においては同社の社会的な目標及びプロジェクト
の選定プロセスがより重要となる。よって次項では、ソーシャルインクルーの取組みについて確認を行
う。 
 
2) ソーシャルインクルーの社会的な目標及びプロジェクトの選定プロセス 

 
＜社会課題への取組み＞ 
ソーシャルインクルーは、介護事業を手掛けていた渡邉会長が 2017年 4月に設立し、障がい者総合支

援法における障害福祉サービスである①障がい者グループホーム事業（日中サービス支援型及び一部介
護サービス包括型）並びに②計画相談支援事業を手掛けるベンチャー企業である。2021年 7月末時点で、
一都 14 県に合計 102 事業所（居室数：1,938室）のグループホームを直営で運営している。設立に際し、
障がい者グループホームの供給が不足していること、また「住まい」に特化した同業他社が存在しなかっ
たことに着目し、法人理念として「住まいで困っている障がい者が『0』の社会を創る」を掲げ、創業以
来、「住まいの提供」にこだわった事業展開を行っている。なお、ソーシャルインクルーの社名は、ソー
シャルインクルージョン（社会的包摂）に由来する。 

「ソーシャルローン原則」では、借入人が当該ソーシャルローンを用いて実現しようとする社会的な目標
及び調達資金の充当対象となるソーシャルプロジェクトが社会的な目標に合致すると判断する際のプロセ
スの概要等を事前に貸付人に説明することが求められている。PartⅡでは、資金調達者の社会的な目標及
びソーシャルプロジェクトの選定プロセスを確認する。 
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ソーシャルインクルーは理念の下、三つのミッションを掲げている。特にMission 01 で標榜されるよ
うに、一部の都市圏のみに特化した展開を行うのではなく、「数万人の街にも一棟を創る」ことにより、
地域に根差したインフラとして、入居者が地域との共生の中で住み慣れた地域で暮らせること、地域に
雇用を創出することを目指している。 

 
 
 
 
 
 

 また「目指す未来」として、「社会課題の解決を目指す」ことを掲げており、このうちの一つが障がい
者のための「住まい」の供給不足という課題の解決であるが、同時に特に地域における雇用機会の不足と
いう課題の解決にも取り組んでいる。ソーシャルインクルーは地域に根差した施設を展開し、1 施設あた
り 30 人程度を採用することで地域において雇用を創出している。雇用条件面では、業界平均を上回る水
準での給与設定や正社員への登用制度を設けているほか、ユニークな取組みとして、一人あたりの負担
を抑えた夜勤体制を導入することなどにより「負担の少ない介護」を打ち出し、特に体力的負担の大きい
介護現場での従事が難しい 60 歳以上の世代も積極的に採用、さらに定年を 75 歳とすることで、競争の
激しい介護福祉業界で人材を確保するとともに業界における人材需給ギャップの解消を図っている。今
後の方針としては事業を 2030 年までに 2 万 5000室に拡大する計画であり、本プロジェクトの対象施設
もその一部を構成する。また、将来的には「住まいの提供」を軸としつつ、現在の当社のビジネスモデル
では受入れが難しい重度の障がい者を受入れ可能な施設の展開などを検討している。 
これらを踏まえると、ソーシャルインクルーは社会課題解決を経営の中核に据えたビジネスモデルを

有していると言え、本プロジェクトがソーシャルインクルーの社会的な目標に合致することは明確であ
る。 
 
＜投資クライテリアと投資決定プロセス＞ 評価室では、ソーシャルインクルーの投資クライテリア及
び投資決定プロセスについてヒアリングを実施し、同社の組織目標と整合した選定プロセスがあること
を確認した。なお、ソーシャルインクルーの環境・社会リスクマネジメント体制については PartⅠc.(ii)
を参照されたい。 
 
Part Ⅱの結論 

本プロジェクトはソーシャルインクルーの流動化ニーズを背景とするところ、ソーシャルインクル
ーは「住まいで困っている障がい者が『0』の社会を創る」という理念の下、社会課題の解決を経営の
中核に据え、障がい者のための「住まい」の供給不足及び福祉業界の人材不足という課題の解決に取り
組んでいる。本プロジェクトがソーシャルインクルーの社会的な目標に合致することは明確であり、ま
た組織目標と整合的なプロジェクトの選定プロセスがあると評価した。 

 

Mission 02 障がい者が日本のどこでも自立を目指せる環境を創る 

Mission 03 どこでも「同じ」という安心の SI品質を確立する 

Mission 01 障がい者の住まいのインフラとなる 
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Part Ⅲ：資金管理（原則：資金管理） 

 
 
 
 

 
本出資金は、日中サービス支援型グループホームを新設するための土地取得費用、土地調査費用を含む

アセット・マネジメント契約に基づく業務委託料等に充当される。評価室は、土地売買契約やアセット・
マネジメント契約等に示された金額や本プロジェクトに関する請求書等を確認した。なお、本資金使途
への支払金額が最終的に本出資金額を下回る可能性があるが、その場合の余剰資金は匿名組合契約上の
資金使途の制限に従って追加出資金で支払われる本施設の建設費用に充当される。以上のことから、本
出資金の全額が本ソーシャルプロジェクトに充当される予定であり、未充当資金は原則として発生しな
いことを確認した。 
本出資金は匿名組合契約に基づき、本ファンドに開設された口座に入金される。本出資 SPCは当該口

座からの送金実績や登記上の所有権等を確認することによって、出資金が確実に予定の支払に充当され
たことを確認する。また、一時的に未充当残高が生じる可能性があるが、匿名組合契約上の出金や金銭運
用禁止に係る規定に基づき現金で管理される。 
本出資金を含む当該口座の入出金管理はアセット・マネジメント契約に基づき、アセットマネージャー

のユニ・アジアキャピタルジャパン株式会社が行う。本出資 SPC の要請に従い口座の入出金明細は開示
される他、財産の状況が記載された書類が事業年度毎に作成される。 
以上のことから、評価室は、本出資金が確実にソーシャルプロジェクトに充当される体制になっている

と評価した。 
 
PartⅢの結論 

本出資金で調達された資金は全額ソーシャルプロジェクトに充当される予定であり、未充当資金は
原則として発生しない。匿名組合契約に基づき資金の流れが統制され、また不動産登記等のエビデンス
に基づき資金の充当状況の確認が可能であることから、本出資金が確実にソーシャルプロジェクトに
充当される体制であると評価した。 

  

「ソーシャルローン原則」では、借入人は、調達される資金が確実にソーシャルプロジェクトに充当され
るように適切な方法により追跡管理を行うことや、このプロセスが借入人の内部プロセスによって統制を
受けるべきこと等を求めている。Part Ⅲでは、調達される資金に関する管理体制を確認し、確実にソーシ
ャルプロジェクトに充当されるよう必要な手当てがなされているかを確認する。 
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Part Ⅳ：レポーティング（原則：レポーティング） 

 
 
 
 
 
 
評価室は本プロジェクト関連契約を確認し、以下の通り資金の充当状況にかかる情報及び社会的イン

パクトの実現に係るインパクト・レポーティングを含む適切なレポーティング体制が確保されていると
評価した。 
 
レポーティング項目 評価結果 レポーティング内容他 
資金の充当状況 〇 ・ 本ファンドは本出資金の全額を本施設の土地取得費用等に充当

させる。Part Ⅲの通り、本出資 SPC における資金充当状況の
確認体制は適切であることを確認している。 

・ 財産の状況が記載された書類が事業年度毎にアセットマネージ
ャーによって作成される。 

インパクト・レポー
ティング 

〇 ・ インパクト・レポーティングとして以下の指標が設定されてい
る。評価室は、賃貸借契約やアセット・マネジメント契約等の
プロジェクト関連契約の報告義務規定に基づき、もしくは公表
資料によって、アウトプット指標及びインカム指標が年 1回以
上の頻度でレポーティングされることを確認した。 
＜アウトプット指標＞ 
・ 施設の概要 （居室数、定員数、竣工予定日） 
・ 入居者の状況（定員及び部屋ベースの稼働率、平均障がい

度） 
＜アウトカム指標＞ 
・ ソーシャルインクルーの運営施設数 
・ 日本の障がい者向け日中サービス支援型グループホーム

の施設数 
＜インパクト（定性目標）＞ 
・ 住まいで困っている障がい者が『0』の社会を創る 

・ Part I の通り、これらの指標は本プロジェクトが創出すること
を意図する社会的インパクトとの関連性が高く、妥当である。 

「ソーシャルローン原則」では、ソーシャルローンの全額が実行されるまでの間、借入人は調達された資
金の充当状況にかかる最新の情報や社会的な便益に関する情報を、少なくとも年に一度更新することを求
めている。また、プロジェクトが持続的に期待された社会的な便益を生み出しているかを評価するため
に、パフォーマンス指標の使用を求め、可能な限り定量的な指標が用いられること、並びにパフォーマン
ス指標をその算定方法及び前提条件とともに開示することを求めている。ここでは、これらを確認する。 
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プロジェクトがもた
らすネガティブな影
響のモニタリング 

〇 ・ 評価室は、プロジェクトの開発・運営に際し法令違反や行政処 
分等の重大なネガティブ事象が発生した場合、本プロジェクト
関連契約に基づき、本出資 SPC 及びその匿名組合出資者に通知
されることを確認した。 

 
Part Ⅳの結論 

ソーシャルローン原則において資金実行後モニタリングの観点から求められているレポーティング
項目について、いずれについても適切な報告体制が整っており、本出資 SPC 及びその匿名組合出資者
に対する透明性が確保されていると評価した。 

 

■ 最終評価結果 

評価室は、本プロジェクトのソーシャルローン原則への適合性を確認した。その結果、社会的インパ
クトの実現に繋がっていることをはじめとして、「ソーシャルローン原則」等が定める「核となる４つ
の要素」への適合性が認められると評価した。 

 
以上 
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【ご留意事項】 
 
（１） 本資料は、本プロジェクトの関係者に対する情報提供を目的として、株式会社新生銀行サステ

ナブルインパクト推進部サステナブルインパクト評価室が作成したものです。本資料及び本資

料に係る追加資料等により、弊行が本プロジェクトへの参加を斡旋、推奨、勧誘又は助言する

ものではありません。 

（２） 本資料は、昭和リース株式会社及びソーシャルインクルー株式会社から提供された情報及び一

般に入手可能な公開情報他弊行が信頼できると判断した情報をもとに作成されておりますが、

弊行はその内容・記述について、真実性、正確性、完全性および網羅性を保証するものではな

く、本資料はいかなる意味においても法的拘束力を持つものではありません。また、弊行は状

況の変化等に応じて、弊行の判断でソーシャルローン原則への適合性に関する評価を変更・保

留したり、取り下げたりすることがあります。弊行は、本資料の誤りや変更・保留、取り下げ

等に関連して発生するいかなる損害や損失についても一切の責任を負いません。 

（３） 弊行は、本取引以外の取引において昭和リース株式会社及びソーシャルインクルー株式会社等

に関する情報を保有または今後取得する可能性がありますが、これらの情報を開示する義務を

負うものではありません。 

（４） 本資料の著作権は株式会社新生銀行に帰属します。貴行は、弊行による事前承諾を受けた場合

を除き、第三者に対し本資料に記載された情報の一部あるいは全部について複製、転載または

配布、印刷など、第三者の利用に供することを禁じます。 

 
【指定紛争解決機関】 
一般社団法人全国銀行協会 
連絡先 全国銀行協会相談室 
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